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下水道ビジョン2030
＜計画期間:2021～2030年度＞

＜前半５年間＞
(仮称)中期経営プラン2025
＜計画期間:2021～2025年度＞

＜後半５年間＞
次期中期経営プラン

＜計画期間:2026～2030年度＞

10年間の下水道事業の方向性

５年間の具体的な事業計画や財政計画

(仮称)札幌市下水道事業中期経営プラン2025とは

・札幌市では、将来にわたり良好な下水道サービスを提供していく
ため、2021年度から10年間の下水道事業の方向性をとりまとめた
「下水道ビジョン2030」を策定

・「(仮称)札幌市下水道事業中期経営プラン2025」（以下、プラン
2025）は、下水道ビジョン2030の実現に向け、今後５年間の下
水道事業を計画的・安定的に実施するための、具体的な行動計画
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●第２回審議会の議題
(仮称)札幌市下水道事業中期経営プラン2025の骨子案
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目次構成
第１章 策定にあたって
１．目的
２. 位置づけ・計画期間
３. プラン2020の評価
４. プラン2025の要点
５. 基本方針と基本目標（下水道ビジョン2030より）
６. プラン2025の構成
第２章 ５年間の取組
１. 安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組
２. 健全な経営を持続するための取組
３. 幅広い世代への理解を促進するための取組
第３章 進行管理
１. プラン2025の進行管理
２. 数値目標一覧
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2021年度から10年間の下水道事業の方向性を示す「下水道ビジョン
2030」の前半５年間（2021～2025年度）における行動計画

策定にあたって第１章
１．目的

２．位置づけ・計画期間

時代とともに変化する社会情勢に対応しながら、将来にわたり良好
な下水道サービスを提供していくため、今後５年間の具体的な事業計
画や財政計画を示すプラン2025を策定

中期経営プラン2025
＜計画期間 2021～2025年度＞

次期中期経営プラン
＜計画期間 2026～2030年度＞

札幌市まちづくり戦略ビジョン（2013年策定）

整合

下水道
事業の
個別計画

総合計画

新
下
水
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ョ
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（
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１
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年
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整合

国国札幌市

札幌市下水道ビジョン2030（2020年策定）
＜計画期間 2021～2030年度＞

札幌市下水道マスタープラン（2003年策定）



基本目標 施策目標 施策

主要施策の展開

安全で安心な
市民生活を
維持します

下水道機能の
維持向上

１ 下水道施設の維持管理
２ 下水道施設の再構築

災害に強い
下水道の実現

３ 下水道施設の災害対策
(雨水対策・地震対策)

環境に与える
負荷の低減に
努めます

清らかな水環境
の保全と創出 ４ 下水道整備と水質改善

循環型社会への
貢献

５ 下水道エネルギー・
資源の有効利用

健全で安定した
経営への取組

健全で持続
可能な経営を
目指します

経営基盤の強化
１ 財務体質の強化

２ 組織力の向上

下水道サービス
の向上

１「情報提供」による市民理解の促進
２「市民参加」によるニーズの把握
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「下水道ビジョン2020」の後半５年間（2016～2020年度）に
おける行動計画として、以下の体系に沿って事業を実施

３．プラン2020の評価

Ⅰ

Ⅲ

Ⅱ

7

［施策１］下水道施設の維持管理

概ね目標を達成し、一部残った事業はプラン2025で実施
Ⅰ.主要施策の展開

項目 目標値 実績値 評価

管路

①下水道本管簡易調査延長 6,840km 6,890km 達成

②下水道本管詳細調査延長 1,060km 1,120km 達成

③取付管詳細調査箇所数 22,600か所 24,668か所 達成
処理
施設 ④設備修繕箇所数 950か所 954か所 達成

項目 目標値 実績値 評価
①管路改築延長 119km 100km 未達成

②改築施設数 ※１ 23か所 23か所 達成

※１ 機械・電気設備の改築を行う処理施設数

※実績値は2020年度末における見込値

［施策２］下水道施設の再構築



8

［施策４］下水道整備と水質改善

［施策５］下水道エネルギー・資源の有効利用

［施策３］下水道施設の災害対策（雨水対策・地震対策）
項目 目標値 実績値 評価

①雨水拡充管整備延長（2015:197.7km） 204.3km 205.0km 達成
②管路耐震化延長（管路改築延長 再掲） 119km 100km 未達成
③水再生プラザ、ポンプ場の耐震化
（ポンプ棟） 4か所 4か所 達成

④圧送管バックアップシステム整備率
（2015:84%）※２ 100％ 96％ 未達成

項目 目標値 実績値 評価
①合流式下水道対策率（2015:70%）※３ 70％ 70％ 達成
②目標放流水質達成率 ※４ 100％ 100％ 達成

項目 目標値 実績値 評価
下水道エネルギーを活用した設備（※５）
の導入箇所数 4か所 3か所 未達成

※３ 合流式下水道の改善対策が完了した区域の割合
※４ 年度ごとに設定する各水再生プラザの目標放流水質達成状況

※２ 災害時の代替ルートとなる汚泥圧送管の整備が完了した割合

※５ 給湯設備やロードヒーティングなど

Ⅰ. 主要施策の展開
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累積資金残高は、コスト縮減や財源確保の取組のほか、契約差金
や支払利息の減少などにより、当初の見込と比較して好転

Ⅱ. 健全で安定した経営への取組

●累積資金残高の推移
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Ⅲ. 下水道サービスの向上

広報事業を活用したアンケート調査
・下水道科学館や下水道事業パネル展、
小学校への出前授業でのアンケート調査
出前講座制度の活用
・対話によるニーズの把握

「情報提供」による市民理解の促進１

「市民参加」によるニーズの把握２

次世代の担い手となる子どもたちへの環境教育の充実
・小学校への出前授業
・水再生プラザの見学会
下水道科学館による取組
・展示物のリニューアル
・継続的なイベントの実施
その他の広報活動の充実
・下水道事業パネル展の開催

水再生プラザの見学会

広報事業を活用した
アンケート調査

計画的な維持管理や改築を引き続き進めるとともに、土木・
建築構造物を含めた、処理施設の長期的な再構築計画の策定

計画的な施設整備を引き続き進めるとともに、内水ハザード
マップの作成・公表や、液状化を踏まえた管路の耐震化の実施

コストの縮減や財源確保の取組を引き続き進めるとともに、
適正な受益者負担について具体的な検討を実施
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４．プラン2025の要点

急激な増加が続く老朽化施設への対応【１】

増加する自然災害への対応【２】

一層厳しくなる経営環境への対応【３】

札幌市の下水道事業の現状と課題を踏まえて策定した「下水道ビ
ジョン2030」に基づき、以下の３つが重要な要点



安全で快適なくらしと良好な環境を守ります

健全な経営を持続します

幅広い世代への理解を促進します

札幌をささえる下水道を次世代へつなぎます
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５．基本方針と基本目標（下水道ビジョン2030より）

基本方針

基本目標

ⅠⅠ
ⅡⅡ
ⅢⅢ

下水道ビジョン2030に基づき、以下のとおり基本方針と基本目標
を掲げる

取組 取組の方向性 取組内容
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６．プラン2025の構成

① 技術力の維持・向上６ 運営体制の強化 ② 官民連携の強化

７ 下水道の見える化 ① 下水道科学館を
活用した環境学習 ②効果的な情報発信

５ 財務体質の強化 ① コストの縮減 ② 財源の確保

４ 下水道エネルギー・
資源の有効利用

① 下水道エネルギー
の有効利用

② 下水道資源の
有効利用

３ 公共用水域の
水質保全

① 処理の高度化の
推進

② 合流式下水道の
改善

２ 災害に強い
下水道の構築 ① 雨水対策 ② 地震対策

１ 下水道機能の
維持

① 下水道施設の
維持管理

② 下水道施設の
再構築

健全な経営
を持続する
ための取組

幅広い世代
への理解を
促進するた
めの取組

33

22

11 安全で快適なくらしと
良好な環境
を守るため
の取組
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５年間の取組第２章
１．安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組

下水道機能の維持取組の方向性１１

取組内容

①下水道施設の維持管理

下水道施設の計画的な点
検や調査、修繕など適切
な維持管理を実施

②下水道施設の再構築

改築の必要性や時期など
を総合的に判断しながら、
計画的な下水道施設の
再構築を実施

【管路（下水道本管や取付管）】
目視点検や、テレビカメラ調査などの詳細調査
点検・調査の結果に基づく、清掃や修繕

【処理施設（設備や土木・建築構造物）】
目視点検や動作点検、分解調査などの設備の詳細調査
点検・調査の結果に基づく、修繕や部品交換
安定的な下水処理のための運転管理

15

【処理施設】設備の修繕

下水道機能の維持【取組の方向性１】

下水道施設の維持管理 ［計画事業費：1,081億円］1

【管路】下水道本管のテレビカメラ調査

テレビカメラ

テレビカメラ
搭載車

※事業費は暫定値（以降、同じ）
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■ 年次計画

■ 指標
プラン2020
目標値
＜実績値＞

プラン2025
目標値

管路

下水道本管の目視点検延長 6,840㎞
＜6,890㎞＞

8,265㎞

下水道本管の詳細調査延長 1,060㎞
＜1,120㎞＞

1,060㎞

コンクリート製取付管の詳細調査箇所数 22,600か所
＜24,668か所＞

29,600か所

処理
施設 設備の修繕台数 950台

＜954台＞
1,040台

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

下水道本管の目視点検 1,653㎞ 1,653㎞ 1,653㎞ 1,653㎞ 1,653㎞

下水道本管の詳細調査 212㎞ 212㎞ 212㎞ 212㎞ 212㎞

コンクリート製取付管
の詳細調査

5,200か所 5,400か所 5,800か所 6,200か所 7,000か所

設備の修繕 200台 200台 210台 210台 220台

下水道施設の維持管理
※実績値は2020年度末における見込値（以降、同じ）
※プラン2025の目標値は暫定値（以降、同じ）

下水道機能の維持【取組の方向性１】

※事業量は暫定値（以降、同じ）

施設規模の適正化の例
（水再生プラザの統廃合）
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改築基本方針に基づく、点検や調査の結果などを踏まえた、管路
や処理施設の設備の改築
規模の適正化や事業の平準化を考慮した、土木・建築構造物を含
めた処理施設の長期的な再構築計画の策定［新規］
西部スラッジセンター1・2系焼却施設の改築及び3～5系焼却施
設の改築に向けた検討

下水道施設の再構築 ［計画事業費：986億円］2 重 点

内面が腐食した管路

改築前

管更生工法による改築

改築後

下水道機能の維持【取組の方向性１】

プラザA

プラザB プラザB
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

管路の改築 34㎞ 36㎞ 38㎞ 42㎞ 43㎞

処理施設の設備の改築
※５年間の累計

9か所 12か所 14か所 18か所 23か所

処理施設の再構築計画
の策定

策定
実施に
向けた検討

⇒ ⇒ ⇒

西部スラッジセンター
1・2系焼却施設の改築

1系
供用開始

⇒工事
2系

供用開始
－ －

プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

管路の改築延長 119㎞
＜100㎞＞

193㎞

処理施設の設備の改築を行う施設数 23か所
＜23か所＞

23か所

② 下水道施設の再構築

■ 年次計画

■ 指標

下水道機能の維持【取組の方向性１】
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１．安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組

災害に強い下水道の構築取組の方向性２２

取組内容

①雨水対策

ハード対策とソフト対策
を組み合わせた効率的・
効果的な雨水対策を実施

②地震対策

ハード対策とソフト対策
を組み合わせた効率的・
効果的な地震対策を実施
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内水ハザードマップの作成・公表
（出典：大阪市水害ハザードマップ）

災害に強い下水道の構築【取組の方向性２】

【ハード対策】
平岸地区などにおける雨水拡充管の整備
窪地など雨水が集まりやすい場所におけるバイパス管の整備などの
浸水被害を軽減するための対策［強化］

【ソフト対策】
広報イベントなどを通じた、市民・企業・行政の協働による雨水流
出抑制の促進
内水ハザードマップの作成・公表や下水道管内の水位情報の周知な
ど、避難や水防活動に役立つ、水害に備えた情報提供［強化］

雨水対策 ［計画事業費：87億円］1 重 点

河川

道路雨水ます

増設

浸水被害
浸水の深さ

取付管
管路（断面）

0.1m未満

0.1～0.3m

1.0～2.0m

0.5～1.0m

0.3～0.5m

2.0～3.0m

3.0～4.0m
4.0～5.5m

5.5～7.5m
7.5～10.0m

バイパス管の整備
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プラン2020
目標値
＜実績値＞

プラン2025
目標値

雨水拡充管の整備延長 ※累計 204.3㎞
＜205.0㎞＞

209.1㎞

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

雨水拡充管の整備 0.7㎞ 0.6㎞ 1.0㎞ 1.0㎞ 0.8㎞

内水ハザードマップの
作成・公表

作成・公表 情報提供 ⇒ ⇒ ⇒

■ 年次計画

■ 指標

雨水対策
災害に強い下水道の構築【取組の方向性２】
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管路の入れ替えによる耐震化 水再生プラザ・ポンプ場の
外部補強による耐震化

【ハード対策】
被災時の影響が大きい管路を対象とした、地震動や液状化の影響を
踏まえた耐震化の実施［強化］
揚水機能を確保するための、水再生プラザ及びポンプ場の耐震
診断や耐震化工事の実施（ポンプ棟）

【ソフト対策】
災害対応訓練の実施や下水道BCPの継続的な点検による災害対応能
力の向上

地震対策 ［計画事業費：44億円］２ 重 点

災害に強い下水道の構築【取組の方向性２】
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プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

管路の耐震化延長（管路の改築延長：再掲） 119㎞
＜100㎞＞

193㎞

水再生プラザ、ポンプ場の耐震化箇所数
（ポンプ棟）

４か所
＜４か所＞

１か所

水再生プラザ、ポンプ場の耐震診断箇所数
（ポンプ棟）

－
＜2か所＞

10か所

下水道BCPの点検回数 －
＜１回/年＞

１回/年

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

管路の耐震化
（管路の改築：再掲）

34㎞ 36㎞ 38㎞ 42㎞ 43㎞

水再生プラザ、ポンプ場の
耐震化（ポンプ棟）

－ － － １か所 －

水再生プラザ、ポンプ場の
耐震診断（ポンプ棟）

3か所 2か所 1か所 １か所 3か所

下水道BCPの点検 １回 １回 １回 １回 １回

■ 年次計画

■ 指標
② 地震対策

災害に強い下水道の構築【取組の方向性２】



24

１．安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組

公共用水域の水質保全取組の方向性３３

取組内容

①処理の高度化の推進

水再生プラザにおける下
水の処理方法の高度化や
運転管理の工夫を実施

②合流式下水道の改善

合流改善対策が完了し
ていない処理区における
効率的・効果的な対策を
実施

25

処理方法の高度化（ステップ流入式硝化脱窒法）

プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

目標放流水質達成率 100％
＜100％＞

100％

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

目標放流水質達成率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

ステップ流入式硝化脱窒法の
導入（茨戸水再生プラザ） 工事 ⇒ 供用開始 － －

公共用水域の水質保全【取組の方向性３】

■ 年次計画

■ 指標

茨戸水再生プラザにおけるステップ流入式硝化脱窒法の導入
流入水質や水量変動などの特性に応じた、最適な運転管理手法の
検討

処理の高度化の推進 ［計画事業費：1億円］１

窒素除去窒素除去 汚泥汚泥

窒素窒素 最終沈殿池最初沈殿池

処
理
水

流
入
水
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

合流式下水道対策率 70％ 70％ 100％ 100％ 100％

雨天時下水活性汚泥法の導入
（手稲水再生プラザ）

工事 ⇒ 供用開始 － －

■ 年次計画

■ 指標

手稲水再生プラザにおける雨天時下水活性汚泥法の導入
合流式下水道の改善 ［計画事業費：7億円］2

プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

合流式下水道対策率
70％
＜70％＞

100％

汚泥汚泥

処
理
水

流
入
水

最終沈殿池最初沈殿池

合流式下水道の改善（雨天時下水活性汚泥法）

公共用水域の水質保全【取組の方向性３】
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１．安全で快適なくらしと良好な環境を守るための取組

下水道エネルギー・資源の有効利用取組の方向性 44

取組内容

①下水道エネルギーの
有効利用

省エネルギー設備の導入
や下水道エネルギーの更
なる有効利用を推進

②下水道資源の有効利用

汚泥の有効利用や新た
な有効利用方法の検討
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汚泥焼却廃熱を利用した発電設備

下水熱を利用した設備の例
（ロードヒーティング）

下水道エネルギー・資源の有効利用【取組の方向性４】

汚泥焼却廃熱を利用した発電設備の導入や、今後の新技術の動向
も踏まえた多角的なエネルギー有効利用方法の検討［強化］
下水熱を利用した設備の市有施設への導入検討や、下水熱ポテン
シャルマップの活用などによる民間事業者への下水熱利用の促進
ICTなどの新技術を活用した設備の導入によるエネルギー利用効率
化の検討

下水道エネルギーの有効利用 ［計画事業費：20億円］1 重 点

発電設備

蒸気
汚泥 廃熱

ボイラ

管路内に熱交換器を設置

ロードヒーティング

29

プラン2020
目標値
＜実績値＞

プラン2025
目標値

下水道エネルギーの有効利用による
温室効果ガス削減量（CO2換算）

－
＜－＞

7,920 t-CO2

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

下水道エネルギーの有効利用に
よる温室効果ガス削減量
※５年間の累計

990
t-CO2

1,980
t-CO2

3,960
t-CO2

5,940
t-CO2

7,920
t-CO2

汚泥焼却廃熱を利用した発電
設備の導入（西部スラッジセン
ター1・2系焼却施設の改築：再掲）

1系
供用開始

⇒工事
2系

供用開始
－ －

下水熱利用の促進

市有施設へ
の導入検討

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

民間事業者
への広報

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

■ 年次計画

■ 指標

① 下水道エネルギーの有効利用
下水道エネルギー・資源の有効利用【取組の方向性４】
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プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

下水汚泥の有効利用実施率※
－

＜100％＞
100％

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

下水汚泥の有効利用の実施 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

※ 有効利用実施率＝有効利用した汚泥量／総発生汚泥量

■ 年次計画

■ 指標

下水道資源の有効利用2
下水汚泥の100％有効
利用を引き続き実施
改良埋戻材やセメント
原料以外の新たな有効
利用方法の検討

セメント原料

改良埋戻材

焼却灰

焼却灰

脱水汚泥

焼却

焼却

脱水

新たな
有効利用
方法の
検討

西部スラッジ
センター

東部スラッジ
センター

下水道エネルギー・資源の有効利用【取組の方向性４】
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※四捨五入の関係上、合計は一致しない場合がある

取組の方向性 ５年間の取組
2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

小計 計

１ 下水道機能
の維持

①下水道施設の維持
管理

213 215 215 218 220 1,081 1,081

②下水道施設の再構築 183 186 198 208 212 986

1,145

２ 災害に強い
下水道の構築

①雨水対策 15 17 17 19 20 87

②地震対策 9 12 7 8 9 44

３ 公共用水域
の水質保全

①処理の高度化の推進 1 1 0 0 0 1

②合流式下水道の改善 4 3 0 0 0 7

４ 下水道エネル
ギー・資源の
有効利用

①下水道エネルギーの
有効利用

②下水道資源の有効
利用

11 2 5 1 2 20

＜５年間の事業費＞

維持管理費（1-①） 1,081億円 （前プラン比111％）

建設事業費（1-①以外）1,145億円 （前プラン比126％）

年度別事業費
（単位 億円）

※事業費は暫定値
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２．健全な経営を持続するための取組

財務体質の強化取組の方向性５５

取組内容

①コストの縮減 ②財源の確保

財源確保の取組を実施
するとともに、更なる
取組や適正な受益者負
担の検討など、財源の
確保を実施

下水道施設の計画的な
管理や業務の効率化を
検討し、コストの縮減を
実施

33管路調査へのＩＣＴの活用イメージ

財務体質の強化【取組の方向性５】

コストの縮減1
施設の延命化を図り、計画的に改築することで、ライフサイクルコ
ストを縮減
施設規模の適正化の検討［新規］
水再生プラザの運転管理業務の委託を進めるほか、新たに管路調査
へのＩＣＴの活用などによる業務の効率化を検討［強化］
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受益者負担のイメージ 札幌市の経費回収率の推移

経費回収率（％）＝
使用料収入

汚水処理経費
×100

財源の確保2
国の交付金の活用や用地の貸付、不用金属の売却のほか、新たに管
路や処理施設などを活用した収入を検討［強化］
ビジョン2030期間の後半に資金が不足する可能性に備え、長期的
な経費の試算や、経費を回収するための複数の料金シミュレーショ
ンなどを実施し、適正な受益者負担について検討［強化］

重 点

財務体質の強化【取組の方向性５】

経費のうち、汚水処理に要する費用は
下水道使用料で賄う

35

２．健全な経営を持続するための取組

運営体制の強化取組の方向性６６

取組内容

①技術力の維持・向上 ②官民連携の強化

公的機関や民間企業との
連携をさらに強化すると
ともに、さっぽろ連携中
枢都市圏の自治体との
連携を実施

効果的な人材育成を実施
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機械の使い方についての研修 職員同士の技術情報の共有 水再生プラザでの技術指導

技術力の維持向上1
基礎研修やシミュレータを用いた運転実習の実施のほか、日本下水
道協会などの研修の活用
実務発表会の開催や業務のマニュアル化などによる情報共有の推進
水再生プラザでの実務を通した技術の継承
民間企業や大学との技術交流の推進

運営体制の強化【取組の方向性６】

37

官民連携の強化2
札幌市による水再生プラザの運営を、3つの水系別に維持しつつ、
札幌市下水道資源公社へ総括管理業務を委託し、技術力を継承
札幌市下水道資源公社や日本下水道事業団、民間企業への業務委託
を推進し、組織体制を確保［強化］
西部スラッジセンター３～５系焼却施設の改築におけるPPP/PFIの
導入検討や、その他多様なPPP/PFIの調査・研究［新規］
さっぽろ連携中枢都市圏の自治体との連携（下水の受入れや災害時
の相互支援など）

重 点

運営体制の強化【取組の方向性６】

下水道公社や日本下水道事業団との連携イメージ
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■今後の財政運営について

中期財政見通し

下水道事業は今後、使用料収入の減少や事業費の増加に
より、収支が厳しさを増していく見通しであり、企業債
未償還残高の増加や累積資金残高の減少といった転換期
を迎える

効率的な投資や必要な財源の確保を行い、投資と負担の
バランスに配慮しながら、資金が不足することのないよ
う、健全な財政運営に努める

39

中期財政見通し

２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度 計画期間計
Ａ　収益的収入 523 517 521 530 531 2,622
下水道使用料 212 212 212 210 210 1,056
一般会計繰入金 191 184 187 197 198 957
長期前受金戻入 112 112 112 112 112 560
その他 8 9 9 10 11 47

Ｂ　収益的支出 500 500 498 499 501 2,498
維持管理費 213 215 215 218 220 1,081
減価償却費 251 251 251 251 251 1,255
企業債支払利息 26 24 22 20 20 112
その他 10 10 10 10 10 50

Ｃ　収益的収支差引（Ａ-Ｂ） 23 17 23 31 30 124
Ｄ　資本的収入 217 214 218 227 236 1,112
企業債 156 166 170 185 188 865
国庫交付金 42 43 46 39 41 211
その他 20 5 3 3 6 37

Ｅ　資本的支出 398 387 397 419 426 2,027
建設事業費 222 220 227 234 242 1,145
企業債元金償還金 176 166 169 183 183 877
その他 1 1 1 1 1 5

▲ 181 ▲ 173 ▲ 179 ▲ 192 ▲ 191 ▲ 916
149 149 146 149 149 742
▲ 10 ▲ 7 ▲ 10 ▲ 12 ▲ 12 ▲ 51
57 50 40 28 15 -
202 190 191 204 203 990
2,402 2,402 2,403 2,405 2,410 -

資
本
的
収
支

Ｆ　資本的収支差引（Ｄ-Ｅ）

項目

収
益
的
収
支

Ｇ　補てん財源（減価償却費等）

Ｈ　当年度末資金収支（Ｃ+Ｆ+Ｇ）

Ｉ　 累積資金残高

Ｊ　企業債元利償還金

Ｋ　企業債未償還残高

今後、収支は厳しさを増していくが、2025年度までは、
累積資金は減少しながらも確保できる見通し

■５年間の収支計画

※四捨五入の関係上、合計は一致しない場合がある

（億円）
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【人口の見通し】
中期財政見通し

国勢調査に基づく推計では、札幌市の人口はここ数年のうちには
減少に転じる見通し

（出典 第２期さっぽろ未来創生プラン）

41

中期財政見通し
【下水道使用料収入の見通し】
人口が減少に転じる見込みであり、

使用料収入も減少に転じる見通し

【一般会計繰入金の見通し】
雨水処理に係る経費のうち、企業

債元利償還金分は減少し、維持管理
費分は増加する見込みであり、繰入
金はプラン2020期間と同じような
水準で推移する見通し

（2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値） （2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値）

（億円） （億円）
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中期財政見通し

【維持管理費の見通し】
予防保全に基づく管路の調査・修

繕の増加や、労務単価の上昇により
費用が増加し、総額では前計画値か
ら11%増加し、1,081億円となった

【建設事業費の見通し】
老朽化した管路や処理施設の設備

の改築のほか、耐震化などに要する
費用が増加し、総額では前計画値か
ら26%増加し、1,145億円となった

1,081億円 1,145億円

（2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値） （2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値＋繰越反映）

（億円） （億円）
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中期財政見通し

【企業債元利償還金・企業債未償還残高の見通し】
元利償還金は、増減しながらも、計画期間中は概ね横ばいで推移

する見通し。また、未償還残高はこれまで減少基調にあったが、改
築事業の増加に伴う新規発行額の増加により、概ね横ばいで推移す
る見通し

（2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値＋繰越反映）

（元利償還金・支払利息、億円） （未償還残高、億円）
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中期財政見通し

【累積資金残高の見通し】
人口減少に伴う下水道使用料収入の減少や、下水道施設の老朽化に

伴う維持管理費・建設事業費の増加により収支は厳しさを増していく
が、2025年度までは、累積資金は減少しながらも確保できる見通し

（2018まで決算値、2019決算見込値、2020予算値＋繰越反映）

（億円）

45

３．幅広い世代への理解を促進するための取組

下水道の見える化取組の方向性 77

取組内容

①下水道科学館を
活用した環境学習 ②効果的な情報発信

下水道に対する関心や
下水道を正しく使う意識、
大雨に対する備えの意識
が高まる効果的な情報
発信を実施

下水道科学館を積極的に
活用し、下水道の役割や
重要性を楽しみながら学
べる取組を実施
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プラン2020
目標値

＜実績値＞

プラン2025
目標値

下水道科学館来館者数 ※累計
－

＜102万人＞
127万人

小学校への出前授業

下水道の見える化【取組の方向性７】

■ 指標

下水道科学館を活用した環境学習1
下水道科学館、水再生プラザの見学と合わせた出前授業の実施のほ
か、大規模工事を行う施設の見学会や、水道記念館と連携した広報
イベントの実施［強化］
下水道科学館フェスタなど、年間を通じて継続的にイベントを開催
し、リニューアルした展示物を活用して、体験を通じて下水道を学
ぶ機会の提供

■ 年次計画
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

下水道科学館来館者数 ※累計 107万人 112万人 117万人 122万人 127万人

47
民間団体と連携した広報イベント

（下水道事業パネル展）

若手ワーキングプロジェクト

（広報イベントの企画検討）

効果的な情報発信2
大学生と連携した実験教室の実施や、民間団体と連携した大学での
情報発信による学生世代に向けた広報事業の展開［強化］
民間団体と連携した広報イベントや、図書館の展示スペースの活用
などによる、下水道への関心や、下水道を正しく使う意識が高まる
情報発信 ［強化］
ワークショップや、広報イベント、市民意識調査を活用したアン
ケート調査の意見を踏まえた効果的な情報発信
内水ハザードマップの作成・公表や下水道管内の水位情報の周知な
ど、避難や水防活動に役立つ、水害に備えた情報提供［強化］(再掲)
広報パンフレットや札幌市の公式SNSなど多様な広報媒体の活用の
ほか、若手ワーキングプロジェクトの取組による職員の情報発信力
の強化

重 点

大学生と連携した実験教室

（水質検査）

下水道の見える化【取組の方向性７】



必要な見直しを行い、策定

48

・プラン2025を着実に実行するため、指標を用いて年度毎に実施状況
を確認
・プラン2025の評価に基づき、「下水道ビジョン2030」の後半5年間
（2026～2030年度）における中期経営プランを策定

進行管理第３章

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

前半５年間 後半５年間
中期経営プラン2025 次期中期経営プラン

指標に基づく実施状況の
確認・評価

ビジョンの実現


